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内
訳

農業経営の近代化を促進し、農地等生産基盤の整備、機械・施設等資本装備の高度化、新品種・新技術の導入等生産
方式の改善・合理化を推進する。

都市近郊農業の特性を生かした、加工施設や農産物直売所の整備の促進や協業化の推進のための施設整備等、営農
基盤の整備及び農業経営の近代化による農業振興を図るとともに、地域の活性化をめざす。
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産業振興部農林課

事業： 農業経営近代化推進事業 0239
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B

地域農業の振興、農業経営の近代化及び協業化を推進できた。

A

農業経営近代化推進事業について、当初の
予定通り適正に実施することができた。地域
農業の振興や農業経営の近代化及び協業化
の推進を今後も図っていく。
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農林産物加工所その他農家が共同で行う事業の施設整備や機械の導入等に対し補助金交付による支援を行うことによ
り、農業経営の安定化と近代化を推進する。
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補助金を交付することにより、農業経営の近代化を促進し、農地等生産基盤の整備、機械・施設等資本装備の高度化、
新品種・新技術の導入等生産方式の改善・合理化を推進する。
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直営 昭和47年度以前 河内長野市農林漁業振興事業補助金交付要綱

農業者、農業者の団体

都市近郊農業の特性を活かした加工施設や農産物直売所の整備の促進や協業化の推進のための施設整備等、営農基
盤の整備及び農業経営の近代化による農業振興を図るとともに、地域の活性化をめざす。
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事業：農業経営近代化推進事業                                

農業基盤整備や施設整備、機械の近代化を総合的かつ計画的に推進することにより、農業経営の安定化及び農業

の振興を図る。また、農業者が共同で事業を行うことを推進し、持続可能な農業の確立を目指す。 

 

細事業：農林漁業振興事業補助金交付事業                        

１．上岩瀬加工所建設にかかる農業振興事業補助金 

農林産物加工所を新たに建設し、地場農林産物の生産・加工の取組みを拡大し、本地域の農業を６次産業化す

ることにより、農家所得の増加を図り、農業の担い手、後継者不足の解消を図るため、農林漁業振興事業補助

金※の交付を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※農林漁業振興事業補助金 

･･･ 農林漁業者が農林漁業を振興し、近代化するために共同で行う基盤整備事業や施設整備事業に対して、 

市が事業費を助成する補助金。整備地区が農業振興地域整備計画の農用地の指定の有無等により補助 

率は変動する。 

 

 

２．農業用機械整備にかかる農業振興事業補助金 

  日野臼挽組合に自動計量選別機を購入することで、米の籾摺り作業効率の向上及び、地域農業の協業化を図る

ため、農林漁業振興事業補助金の交付を行った。 

 


